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2A22 原理的特徴から 見た科学技術政策推進システムの 比較研究 

0 平澤   冷 ，伊地知覚 博 ，富澤宏之，藤墳裕子 ( 科技庁・科学技術政策研 ), 

田中洋一 ( 東海大文学 ), 樟 良治 ( 東京電力 ), 大熊和彦 ( 政策科学研 ) 

1. はじめに 

科学技術の行政システムの 見直しが、 現在急速度で 行われている。 これは我が国に 限ったことではない。 

本報告 は 、 主要国との比較に 基づいて、 我が国の科学技術政策推進システムがどのように 位置づけられるか、 

また、 組織構造や組織運営の 原理的立場からそれがどのように 理解できるかについてまとめたものであ る。 

比較対象国としては、 米、 英、 独、 仏、 蘭 、 瑞興 それに EU の 6 ケ国 1 地域であ り、 平成 9 年度に行われ 

た著者らによる 120 機関 ( 部署 ) 、 合計 176 名を対象とする 現地調査に基づいている [,,2l 。 

2. 分析のための 論理的な枠組み 

科学技術政策について 考察する際に 必要となる原理的な 課題として、 科学技術論の 立場から科学技術の 対 

象 化のための論理がまず 必要となる。 また政策論の 立場から政策としての 正当性と妥当性の 基準が必要であ 

り、 またシステム 論の立場から 行為の妥当性を 成立させる組織構造や 組織運営のあ り方が問われなくてはな 

らない。 紙 枚の関係で、 結論のみを述べるが、 科学技術推進システムを 主題とする場合、 政策内容やその 担 

い 手、 つまりコンテンツ や アクタ一の特性を 考慮しつつも、 仕組みのあ り方つまりシステムの 特性に注目し、 

具体的にほ科学技術のシーズ 側の専門性 ( 科学技術の専門性とそのマネジメントの 専門性 ) と、 ニーズ側の 

意見の反映としての 民主性および 経験的多様性が 具現化されるシステムであ る必要があ る。 

調査対象とした 多くの機関を、 それが担う機能に 従って位置づけるために、 次の諸点によった。 

(1) 科学技術政策関連機関の 機能的枠組み 
科学技術政策関連機関を 表 1 に示す枠組みでとらえ、 各国の関連機関を 分類整理した。 まず、 行政関連機 

関、 行政統制機関、 立法機関、 そして外部機関の 四 つに 大別し、 そのうえで、 行政関連機関を、 トップダウ 

ン 型での国家政策形成機関とその 省際 的課題の実施機関、 そしてボトムアップ 型の省 際 的政策の形成実施機 
関、 さらには plan-do-see のマネジメント・サイクルに 従い政策評価機関とに 分類した。 表 1 には我が国を 

含む主要 4 ケ 国の対象機関が 分類されている。 また、 専門性や民主制を 担う機能に注目し、 概念化した話機 

関の位置づけを 図 1 に示す。 

(2) 政策立案機関と 研究実施機関の 概念的連関関係 
政策立案機関、 政策執行中間機構、 そして研究開発実施機関それぞれの 内部構造および 相互関係に関し、 
図 2 に示すような 概念化を行った。 

政策立案機関の 調整機能を総合調整と 政策調整の 2 階層に分け、 また、 省庁を科学技術担当省庁とその 他 

の ミッション担当省庁に 分ける。 研究実施機関の 設置形態は、 直轄型 一 横断型、 および付置型一所管型の 2 

軸により 4 分類とした。 直轄型とは研究機関のミッションが 省庁の個別ミッションの 枠組みのいずれかのみ 

に 包摂される場合であ り、 横断型とほ研究機関のミッションが 省庁の個別ミッションの 枠組みを越え 複数の 

省庁のミッションにまたがる 場合をいう。 また付置型とは、 省庁の行政組織に 付置される国立研究機関であ 

り、 所管型とは法人格を 付与された研究機関で 省庁のミッションとの 適合性に基づき 適切な省庁に 所管され 

ているものを いう 。 

図 2 では付置関係は 実線で、 また所管関係は 点線で示してあ る。 また法人格を 有する機関を スミ で示した。 

さらに、 政策執行中間機構については、 次の 3 種に分類した。 第 1 は、 研究機関の集合体であ る研究機構の 

管理部門に相当する 機関 ( 研究推進機構 ) 、 第 2 は省庁に近いところに 位置し・個別省庁の 政策形成のため 

に必要な科学技術情報を、 個別プロジェクトへの 資金配分と同時に 収集，整理する 機関 ( 政策推進機構 ) 、 

第 3 は資金配分を 専ら行 う 機関 ( 資金配分機構 ) 。 

以上の概念区分や 概念的枠組みを 用い、 国際比較の視点から 原理的特徴を 以下にまとめた。 
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 図 t 科学技術関連政策の 形成実施評価システム 
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図 2 行政部門を中心とした 科学技術関連機関の 概念的区分国 
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3. 原理的特徴 

(1) 行政組織の構成理俳と 行政改革の理俳 
行政課題の複雑化に 伴い、 行政運営は戦略的推進を 図るための「統合」と 調整的推進を 図るための「分散」 

の バランスが問題になっている。 戦略的推進を 重視している 米国でもそのための 資源配分は予算べ ー スで 2 

割以内といわれている。 行政組織の構成では、 集権 的 ( 仏 ) か 分権 的 ( 独 ) か 、 また、 分権 的の場合では 下 
部 機関への権 限委譲が、 契約概念 ( 英 ) に基づくか信託概念 ( 独 、 蘭 ) に基づくかの 違いがあ る。 この違い 

は、 評価システムのあ り方に関わってきて、 いずれも各国の 行政環境や風土の 特徴をかたちづくっている。 

行政改革では、 組織改革 ( 日 ) に重点があ るか経営改革 ( 米 、 英 ) に重点があ るかという改革理俳におけ 

る 違いがあ る。 改革先進国は 経営改革のフェーズに 入っている。 

(2) 科学技術担当省の 有無 

欧州主要国には、 省庁の個別ミッションを 越えて、 科学技術全体を 横車 に 担当する科学技術の「 大 括り」 

担当省が存在する。 米国の省庁の 構成原理は、 目的別に 縦 割になっていて、 「 大 括り」担当省は 存在しない。 

例外的な位置づけの NSF でも、 大学への資金提供が 8 割と特化し、 バニチ ャル な組織形態ではあ るがほぼ 
目的別となっている。 この基本構成の 違いが、 いかなる科学技術を 優位に推進できるかを 基本的に支配して 
いる。 「 大 括り」担当省では、 科学技術の推進主体が 明確にされ重複投資が 避けられる一方で、 科学技術の 

内在論理に主導されたリニア 一型の体制に 陥りやすい。 そのためニーズや 他の個別省庁ミッションと 乖離し 

利用推進局面で 問題をもつ傾向があ る。 「 大 括り」担当省をもたない 場合は、 これらと逆の 傾向があ る。 こ 
れるの一義的な 得失は運営上の 工夫により、 効果的システムに 改善できるので、 運営システムのあ り方を併 
せて詰める必要があ る。 

  

(3) 省庁横断型研究機関の 有無 
国の研究機関には、 個別省庁のミッションの 枠組みの課題のみを 扱う直轄研究所と 省庁のミッションを 横 

断的にカバーする 横断研究所があ り、 また、 行政組織に付置された 付置研究所と 組織的に切り 離され何らか 

の 法人格をもつ 所管研究所 ( 省庁共管や民間委託管理の 場合もあ る ) に分けられる。 付置研究所では、 他省 
庁からの資金導入は 省 際 プロジェクトへの 参加に伴うもの 以外は通常は 困難であ り、 直轄であ っても他省庁 

もそのアクテ ィビ ティを利用する 場合には所管研究所方式が 適する。 個別省庁のミッションに 直結した課題 

に適し米国で 多い形態であ る直轄付置研究所と、 科学技術の広範な 領域を担当することに 適し欧州で中心的 

な形態の横断所管研究所は、 柔軟性において 対比的であ る。 それぞれが優位に 推進できる科学技術分野とし 
て 、 それぞれニーズに 近い公共技術開発とシーズに 近い基礎Ⅰ基盤科学技術をあ げることができる。 

所管研究所であ れば、 横断型 か 直轄型かは省庁のミッションと 担当科学技術との 相互関係で適切な 形態を 

採りうるが、 付置研究所では 適応範囲は限定的であ る。 研究所のミッションが 横断型であ るにもかかわらず 

特定の省庁に 付置されている 横断付置研究所は 原理的に非効率的な 存在といえる。 

(4) 政策執行中間機構のあ り方 
欧州では、 大 括り担当省所管の 横断所管研究所が 中心であ るため、 政策形成を担う 省庁レベルと 研究を実 

施する研究機関レベルの 関係は複雑になり、 政策の執行を 担 う 様々な中間組織が 行政組織の覚部に 発達して 
いる。 前節で述べたように 3 種類の中間組織があ るが、 これらはいずれも 法人化されていて 所管官庁からの 

独立性が保証される 一方でパフォーマンスの 外部評価を受けている。 米国では直轄付置研究所が 中心であ る 

ため、 政策執行中間組織の 機能は行政組織の 一部として内部に 置かれている。 いずれにしても、 科学技術政 

策を運営する ぅ えで必須であ る実務的専門家が、 その組織や機構を 舞台として育成されている。 我が国の場 

合 、 舞台となる組織の 整備もさることながら、 短期間でのローテーションや 組織の独立性の 弱さのため、 テ 

クノクラートを 養成することが 困難となっている。 また、 我が国の行政改革においては 行政機構を欧州型の 

枠組みとする 一方で、 研究機関は直轄所管研究所に 移行することが 検討されている。 

(5) チェック体制と 評価システム 

米国での政策形成の 特徴は多元的なチェック 体制にあ り、 議会、 行政府内部、 アカデミーや 民間がそれぞ 
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れ 専属的な分析支援機関をもって 多面的に相互チェックを 行っている。 この体制のもとで、 評価システムも 

組織の位置づけに 応じた多様な 独自の視点が 用意されている。 総じて行政府の 側では、 評価パネルのメンバ 

ー は researchcommunity からの評価者に 限定されており、 NSF などが評価システムを ピ プレビューから メ 

リットレビュ 一に進化させたが 研究サイドからの 視点を拡げたものにとどまる。 ニーズ側の厳しい 視点が議 

会の過程で持ち 込まれていることがその 背景にあ る。 これに対して、 英国のリサーチ・カウンシルなどでほ 

ユーザーをパネルメンバ 一に加えている。 いずれの国においても 評価作業を運営するマネジメントの 実務的 

専門家が組織内に 蓄積され、 科学技術の専門家とユーザーや 市民の視点を 統合する役割を 担っている。 また、 

評価における 正当性と妥当性の 観点から、 フ オ ー サイト・プロバラム ( 英 ) 、 ギヤランター・モデル ( 仏 ) 、 

マネジメントの 実務的専門家に 依存する UK モデル ( 笑 ) 、 GPlL 巨 ( 米 ) 等についてその 原理的特性を 理解 
すべきであ る。 我が国で導入されようとしている 評価システムは、 UK モデルに近いものであ るが実施環境 

の 整備に時間を 要する多くの 課題があ る。 また事前評価の 困難な評価対象に 対して事後の 業績評価を中心 @ こ 

循環型ないし 学習型の評価システムが 重視される動向などもふまえ、 関係アタターが 信頼する実効的な 評価 

システムへの 進化のために 時間をかけた 工夫が必要であ る。 

(6) 科学技術の戦略的推進における 展開的形成メカニズムと 自律的形成メカニズム 

展開的形成メカニズムは、 国家の大戦略の 展開を担うためにトップダウンで 進められ、 ボトムアップで 進 

められる調整的展開 ( 各省庁からの 持ち寄り調整型 ) とは異なる。 信頼性の高 い 戦略は、 可能な限り合理性 

を追求して得られる 内容的妥当性と、 決定における 手続き的な正当性を 満たしたものと れ える。 そのための 

組織構成や運営形態が 追求される必要があ る。 一方．自律的形成メカニズムは、 戦略形成が権 限委譲された 

責任部署 短め オートノミ一に 委ねられたものであ り、 戦略の多様性を 確保するために 下部機関で分散的に 進 

められる。 独 、 蘭ではとくに、 そして米国でも 実質的にほ、 研究現場に近いほど 研究の論理にその 運営が委 

ねられるべきとする 原則が主唱されており、 国家戦略として 研究実施機関の 自律的展開を 保証   支援すべき 

ものとしている。 

このいずれのメカニズムも 重要であ り、 その共生と調和を 図り、 運用レベルの 違いに配慮した 補完的運用 
が望まれることになる。 

(7) 国家レベルの 戦略的政策形成機関と 補佐機能 
国家レベルの 戦略的政策形成システム ほ 、 科学技術と国民的ニーズの 多様で複雑な 動向をふまえた 長期戦 

略 構想と、 意思決定者の 政権 目標や課題を 現実化した短期戦略構想との 両者を可能とするものであ る必要が 

あ る。 科学技術政策の 特徴から、 専門家の深い 認識を政策形成や 意思決定に反映させることが 不可欠であ り、 

前者にとっては 助言・支援機能が、 また、 後者にとっては 補佐機能が重要であ る。 

科学技術の戦略的な 政策展開が行われている 国は米国であ り、 関連して意思決定者に 対する補佐機構も 米 

国で最も整備されている。 欧州では首相に 対する補佐機能はないか 弱い外在的なものであ る。 米国では、 大 

統領の判断を 補佐することに 徹した科学技術担当大統領補佐官㎝ JpST) と 彼が長を務める OSTP 0 大統領 
府 科学技術政策局 ) が補佐機能の 要にあ り、 また、 政策対象の「全体性」を 把握する多様な 情報網と情報集 
約メカニズムが 充実し、 困難な「先見性」を 得る専属の調査分析機関を 備えている。 民間人からの 意見や助 

言は PCAST ( 大統領科学技術顧問会議 ) を通じ、 行政府からの 情報は NSTC や OSTP にれるの分析能力 

を支援する機関 STPl をもっ ) を 通じて集約され、 メンバ一の組織間共有メカニズムを 介して、 民間・行政 
双方の意見や 情報が 、 選び抜かれたテクノクラートを 擁する OSTP に集められている。 米国の強力な 補佐 制 

度は組織を越えてメンバーを 共有する関係主体の 内在接触型で 運営されているところに 特色があ る。 このメ 

カニズムは我が 国で芽生えた 組織論によっている。 

(8) マクロ・マネ 、 ジメント と マイクロ・マネ 、 ジメントとの 調和 

国家レベルの 政策形成機関は 欧米では一般にマクロ ，マネ 、 ジメントにその 担当レベルを 限定し、 個別課題 

にわたるマイクロ・マネジメントはそのレベルに 対応した行政部署に 委ねられている。 つまり、 基本政策や 

基本方針を策定する 機関と、 その枠組みの 中でより具体的な 課題に取り組む 部署とが階層的に 配置され、 前 
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者においては 正当性を重視した 意思決定を、 また後者では 妥当性がより 重視された意思決定が 行われる。 す 

なわち前者では 社会からの負託を 担 う 意思決定者や 意思決定組織の 構成が重要であ り、 後者では深 い 専門性 

や広い多様性を 備えた意思決定支援者の 役割が重要となる。 

(9) 調整機能と戦略形成機能との 調和 

政策調整と戦略形成は、 それを担 う 組織のあ り方が基本的に 異なる。 その調和あ る体制の実例として、 戦 

略形成と政策調整を 別々の組織で 担い、 その両者の調整を 総合調整機関で 扱 う 方式を米国でみることができ 

る 。 我が国で専ら 運用されてきたボトムアップ・メカニズムによる 政策形成では、 国家レベルの 総合調整過 

程にもマイクロ・マネジメント 課題が具体的にもち 込まれることになり、 実施効率がよい 反面、 戦略性の導 

入を困難にさせてきた。 

(10) 科学技術推進のための 行政機構内覚の 支援機関のあ り方 

行政機構内覚の 支援体制は、 米国が欧州主要国より 充実している。 欧州の支援体制は 政策執行中間組織と 
しての充実に 特徴があ るが、 米国では当該機能は 行政機関内部に 埋め込まれているとはいえ 強力であ り、 加 

えてアカデミー、 学会、 シンクタンク、 公的専門分析機関等多様な 形態の支援体制が 整備されている。 また、 

それ自体が専門分化し 深められる一方で、 基盤的全般的な 分析も継続的に 行われ、 関連の知的資産や 人材の 
集積でリードしている。 また、 専門家の幅広い 寄与なくしては 効果的に推進できない 科学技術政策の 状況を 

反映し、 それを実現している。 

例えば、 NSF は歴史的な経過からも 単なるファンディンバ 機関ではなく、 世界の科学技術と 高等教育全 

般にわたる実態を 分析把握する 巨大なシンクタンク ( スタッフ数 1100 人に加え大学派遣のプロフェッ ショ 

ナル，スタッフを 擁する ) であ る。 民間では全米アカデミ 一連合を母体とする NRC ( 全米研究会議 ) が代 
表的で、 900 人のスタッフが 3000 余年のアカデミ 一会員の叡知を 結んでおり、 大統領府を含む 行政機関や 

議会から多数の 受託研究 ( 年間 260 億円、 1 件平均 1 億円 ) を得て提言を 行っている。 この種の外部委託課 

題の運営において、 調査研究担当組織は 委託者と接触することなく 独立性を保ち、 そのメンバーが 執筆を担 

当し、 また品質を保証するための 内部 査読 制度が整えられるなど、 通常、 受託者の自己責任が 明確になる 方 

式 が採られている。 学会では AAAS ( 米国科学振興協会 ) が科学技術政策に 最も熱心に取り 組んでおり、 そ 

の COSEPP ( 科学・工学・ 公共政策分科会 ) は当該分野の 研究者と実務的専門家のメッカであ る。 COSEPP 
はその事務スタッフとともに、 科学技術関連予算の 分析と審議過程の 追跡や、 予算関係者を 招きパブリック・ 
ディベートを 中心にした公開討論会を 行うことに加え、 議会や行政機関に 科学技術に詳しい 専門スタッフを 

会員から選抜し 送り込むフェローシップ・プロバラムを 主催している。 特殊なものでは、 ビッバ・サイエン 

ス 分野で各省を 巻き込むロビイストに 大統領が対抗するために STPI が NSF の GOCO の形式で RAND 社 

内に設置されている。 議会関係スタッフでは、 委員会スタッフ、 議員スタッフ 、 党 スタッフのそれぞれの 科 

学 技術担当者 ( 合計 300 ～ 500 人 ) に加え、 CRS ( 議会研究サービス 局 : 科学技術関係スタッフ 50 人程度 ) 
が 彼らを専属的にサポートしている。 

4. 残された課題 

以上の比較を 踏まえ、 我が国のあ るべき科学技術推進体制について、 パネルにおいて 検討を深めた い 。 
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